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Ａ．研究目的 
 急激な高齢化の進展に伴い、2000 年代以降

日本では様々な施策が展開されてきた。例えば

介護保険制度は、介護を共助として社会化する

ことを目的として 2000 年に誕生した。また近

年、国は 2025 年を目途として「重度な要介護

状態となっても住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを人生の最後まで続けることができる

よう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が

一体的に提供される地域包括ケアシステムの

構築」を推進している(厚生労働省, n.d.)。この

ような制度構築の背景には、住民の QOL を最

大化することと同時に、地域の限られた医療・

介護資源を有効に活用するという視点も見過

ごせない。高齢者の増加に対して、医師・看護

師などの医療関係者が不足しており、医療機能

の分化・連携・集約化などの対策が提唱されて

いる(厚生労働省，2016)。 
 近年、情報通信技術（ICT）の進展に伴い、

医療機関では電子カルテやレセプトデータの

オンライン請求などが普及しつつある。一般社

団法人保健医療福祉情報システム工業会の調

査に拠れば、2017 年時点の病院における電子

カルテ導入率は 34.4%に過ぎないものの、500
床を超える病院では導入率が 8 割を超えてい

る(一般社団法人保健医療福祉情報システム工

業会，2018)。このような ICT の利活用を通じ

て、より効率的で質の高い医療提供体制・地域

包括ケアシステムの構築が期待されており、例

えば、地域医療情報連携ネットワークの導入が

推進されている。地域医療情報連携ネットワー

クとは、「患者の同意のもと、医療機関等の間
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で、診療上必要な医療情報（患者の基本情報、

処方データ、検査データ、画像データ等）を電

子的に共有・閲覧できることを可能とする仕組

み」であり、質の高い医療の提供や機能分化し

た医療機関間の連携強化、連携強化に伴う薬剤

検査等の適正化などが期待されている(厚生労

働省, n.d.)。 
 2017 年時点で、全県単位で運用される医療

情報連携ネットワークが稼働しているのは 26
県であり、2 次医療圏単位や市町村単位で運用

されるネットワークも含めると、200 を超える

ネットワークがすでに運用されている。(厚生

労働省，2017)。しかし、地域医療情報連携ネ

ットワークの導入による具体的な医療サービ

スの内容や質の改善についての評価は限られ

ており、そもそも各ネットワークがどのように

利活用されているかは不明確である。 
本研究班では、地域医療情報連携ネットワー

クが活用されることで検査・画像診断の情報が

共有される可能性に着目して、ネットワークの

導入により「診療情報提供料」や「検査・画像

情報提供加算」、「電子的診療情報評価料」など

の診療報酬項目算定が増加するという仮説を

立案した。この仮説を検証するため、国が保有

するレセプト情報・特定健診等情報 (以下

「NDB」。)の第三者提供を受けて事前解析を

実施したところ、算定件数は医療情報連携ネッ

トワークが導入されている地域においても限

定的であった。その理由として考えられるのは、

医療情報連携ネットワークが導入されていて

も、その利活用が円滑に行われていないか、診

療報酬とネットワークの利活用とが結びつい

ていないか、その両者の可能性があると考えら

れる。 
そこで本研究では、地域医療情報連携ネット

ワーク利活用の実態把握や、利活用の課題を検

証することを目的として、ネットワーク導入地

域の医療機関に対してインタビュー調査を実

施した。 
 

Ｂ．研究方法 
本研究は、半構造化質問票を用いたリサー

チ・インタビューとして実施する。対象は地域

医療情報連携ネットワークに加入する医療機

関である。なお、対象医療機関については、は

じめに対象となる医療情報連携ネットワーク

を抽出した上で、ネットワークに加入する医療

機関を抽出した。 
対象となるネットワークは次のような手順

で抽出した。 
1. 日医総研が 2016年に実施した調査にお

いて「全国地域医療連携一覧」に掲載さ

れているネットワークのうち 
2. サービス運用中である 
3. 全県域が対象である 
4. 検査または画像データが共有できる 
5. 厚生労働省「医療情報連携ネットワーク

支援 Navi」の中で「ピックアップ事例」

として取り上げられている 
上記の中から、最終的に長崎県「あじさいネ

ット」及び沖縄県「おきなわ津梁ネットワーク」

を対象とした。本分担研究では、沖縄県「おき

なわ津梁ネットワーク」(以下「津梁ネット」)
に着目した。 
津梁ネットから、調査対象となる医療機関は

次の手順で抽出した。 
1. 津梁ネットのウェブサイト上に掲載さ

れている「参加施設」のうち 
2. 津梁ネットの中核病院である病院 
3. 地域医療支援病院 

 上記の中から、調査に同意した A 病院を最

終的な調査対象医療機関とした。対象医療機関

の概要は図表 1 の通りである。インタビュー調

査は、平成 31 年 3 月中旬に対象医療機関の会

20



議室で実施した。インタビューは A 病院を運

営する法人の担当主任及び地域医療情報連携

ネットワークを担当する医事業務課主任の 2
名を対象とし、インタビュー時間はあわせて

70 分程度であった。なお対象者には、調査に

先だって調査企図と調査内容を示した文書を

提示した。 
 調査は、半構造化質問票を作成し、主に以下

の点について尋ねた。 
・ 地域医療ネットワーク加入の経緯 
・ 地域医療ネットワークの活用状況 
・ ネットワーク利用におけるシステムの導

入状況や運用方法 
・ 診療報酬の算定状況と算定上の課題など 
・ 地域医療ネットワークによって得られる

メリットと課題・負担感 
インタビューは本研究班の研究者 2 名が担

当した。また同意に基づいて、インタビューは

全て IC レコーダを用いて録音し、インタビュ

ー後に逐語録を作成した。 

 

Ｃ．研究結果 
1．A 病院の概要 
 A 病院は沖縄県中部医療圏に属する 300 床

規模の急性期病院であり、DPC/PDPS を採用

している。 
 
2．地域医療ネットワーク加入の経緯 

A 病院は、以前より県内の他医療機関と共に

地域連携クリティカルパス(以下「連携パス」)
を構築しており、当初は糖尿病などの連携パス

運用における情報共有を目的として、2014 年

にネットワークに加入した。その後、高機能

EHR への移行が図られることになり、診療情

報の共有および情報集積の効率化を目的とし

た現行の地域医療情報ネットワークに、中核病

院の一つとして 2018 年 6 月より加入した。 
 
3．地域医療ネットワークの活用状況 
 津梁ネットには、調査日現在で 176 施設が

･ 病床数：300～399 床 
･ 病院類型・機能 

 一般病院(急性期病院) 
 DPC 対象病院 
 地域医療支援病院 

･ 経営主体：民間 
･ 津梁ネットへの加入状況 

 加入時期：2014 年(現在の高機能 HER への参加は 2018 年) 
 中核病院 
 開示医療情報 

 標準データ 
 患者基本情報・移動情報・アレルギー情報・病名・処方・注射・検体検

査結果・生理検査結果・医用画像 
 医用画像 

【図表 1】 調査対象医療機関の概要 
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参加している。うち 16 の医療機関が中核病院

とされ、A 病院もその一つである。津梁ネット

では、図表 2 に示す標準データ、医用画像、拡

張データを開示・共有することができるが、中

核病院は原則として標準ストレージ及び医用

画像を公開することが求められている。A 病院

も標準データ・医用画像を参加施設に開示して

いる。 
拡張データについては、個人情報保護の観点

などから、まだ開示・共有について懸念する声

もあるほか、技術的な課題もあることから、拡

張データを公開している医療機関はまだ限ら

れており、A 病院も拡張データについては開示

を行っていない。 
津梁ネットへの情報開示・共有は、各患者個

人の同意に基づいて実施する。津梁ネットに登

録されている患者数は調査時点でおよそ4万7
千人にのぼり、毎月新たに 700 名程度が加入

している。A 病院でも津梁ネットの活用に向け

て、まずは登録者数を増やすことを主眼として

取り組みを進めており、津梁ネットへの登録勧

奨を入院・外来の日常業務プロセスに組み込ん

でいる。具体的に入院患者に対しては、入院の

事前説明において津梁ネットの説明も実施し、

津梁ネットへの登録勧奨を行なっている。 
津梁ネットの活用に関して、現時点ではまだ

登録者が限られていることや、登録者であった

としても、他医療機関における登録が限られて

いるために、参照できる情報が限定されてしま

っており、臨床現場で活用が進んでいるという

状況にはまだ至っていない。だが、津梁ネット

事務局の推奨もあり、今後は救急医療における

活用や、うるま市・沖縄市が推進する慢性腎臓

病病診連携システム(「ちゅらまーみ(腎)プロジ

ェクト」)を通じた慢性腎臓病の重症化予防の

ために活用を進めることを検討している。 
なお、A 病院内で津梁ネットにアクセスする

ことができるのは、現時点では医師のみである

が、今後、コメディカル等が活用していくこと

も考えられる。 
 
4．ネットワーク利用におけるシステムの導入

状況・運用方法 
 津梁ネットの加入に際して、導入時の費用は

基本的に県医師会が負担しているため、A病院

自体は費用負担をしていない。また、津梁ネッ

トは総務省の「クラウド型EHR高度化事業 1」

の対象となっており、津梁ネットの基盤整備に

かかる経費は総務省から補助を受けているた

め、医師会自体も自己負担はしていない。 

                                                   
1 クラウド技術を活用して、地域の医療機関・

介護事業者等の双方向の情報連携や異なる地

域の医療情報ネットワーク間の接続・情報連携、

蓄積された診療情報の二次利用が可能な基盤

の整備にかかる経費について、EHR の運営主

体又はその事務局である法人等に対して補助

を行う。 

･ 標準データ 
 患者基本情報 
 退院基本情報 
 処方情報 
 注射情報 
 検査結果 
 病名 

･ 医用画像 
･ 拡張データ 

 退院サマリ 
 手術レポート 
 超音波レポート 
 病理・細菌レポート 
 診療情報提供書 
 放射線レポート 
 医師カルテ 
 看護カルテ 

【図表 2】 開示・共有できるデータ 
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 一方で、津梁ネットに加入する医療機関等は、

津梁ネットの持続的な運用にかかる費用を負

担することとなっており、中核病院は月額 10
万円、その他の医療機関等は月額 5000 円を負

担している。A 病院は中核病院であることから、

月額 10 万円を負担している。また、サーバや

システム等の更新時は、原則として津梁ネット

参加機関が負担することが見込まれている。 
 その他に、津梁ネットへの接続や環境整備を

目的として、A 病院は読み取り用バーコードを

購入したほか、院内電子カルテネットワークと

津梁ネットとの安全なネットワーク連結のた

めに数十万の費用を負担した。 
 
5．診療報酬の算定状況と算定上の課題など 

津梁ネットの活用によって、他院との検査・

画像データや患者の紹介等が行われつつある

が、患者紹介時に算定がされうる「検査・画像

情報提供加算 2」や、患者の紹介を受けた際に

算定されうる「電子的診療情報評価料 3」など

を現時点で算定していない。その理由としてい

くつかの点が挙げられるが、その一つとして電

子署名の付与の問題がある。診療情報提供書を

電子的に送信する場合、保健医療福祉分野PKI
（HPKI）による電子署名が必要である。しか

し、各医師がHPKIをそれぞれ取得・利用する

ことが運用上・作業上困難であることから、そ

の取得に至っていない。仮に、全ての医療機関

が津梁ネットに加入しており、すべての紹介・

逆紹介を電子化できるのであれば、作業上の困

難さも解消されるが、一部は紙面により、一部

は電子により紹介・逆紹介を行うようになって

                                                   
2 診療情報提供書と併せて、画像情報・検査結

果等を電子的方法により提供した場合に、診療

情報提供料の加算として評価 
3 診療情報提供書と併せて、電子的に画像情報

や検査結果等の提供を受け、診療に活用した場

合に算定ができる 

しまうと、業務の煩雑化に繋がることが危惧さ

れる。 
なお、「検査・画像情報提供加算」及び「電

子的診療情報評価料」の算定において、診療情

報提供書の電子化は必須ではない(紙の診療情

報提供書と共に画像情報・検査結果を電子的方

法により提供しても算定は可能)。しかし退院

患者を紹介する場合、検査・画像情報提供加算

を算定する要件として退院時要約を電子的に

提供することが必須であるが、津梁ネットにお

いて「退院サマリ（≒退院時要約）」は拡張デ

ータの 1 つになっており、現時点で A 病院は

退院サマリを開示・共有していない。 
 

6．地域医療ネットワークによって得られるメ

リットと課題・負担感 
先に記したとおり、津梁ネットの稼働からま

だあまり間もないことから、現段階で A 病院

では患者の登録に主眼を置いており、実津梁に

於いて津梁ネットを十分に活用できている段

階にはない。しかし、参加医療機関が拡大し、

県民の多くが登録されるようになれば、津梁ネ

ット通じて他医療機関等の診療内容を把握し、

A 病院における診療の質向上に役立てるので

はないかと考えられる。また、沖縄県の特色と

して全般的に病床稼働率が高いこともあり、急

性期病院と回復期病院との連携や、病病連携な

どを促進することで、医療機関の機能・役割に

併せた医療提供体制を構築することが可能と

なるのではないか。 
A 病院における具体的な活用可能性として

は、例えば糖尿病で継続的なコントロールが必

要な患者さんの通院が途切れてしまうことが

あり、適切なモニタリングができないことがあ

る。しかし、津梁ネットを活用することで、他

の医療機関を受診した際にでも、通院情報等を

共有することで、疾患の重症化予防に繋がるの
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ではないか。 
このようなメリットを享受するためにも、津

梁ネットに加入する医療機関と登録する県民

の増加が不可欠である。なお、津梁ネットに登

録された患者であっても、別の医療機関の情報

が開示されるためには、その医療機関において

患者自身が津梁ネットの登録証を提示し、その

医療機関における登録を改めて行わなければ

情報が紐づかない。津梁ネットに登録された時

点で、ネットワーク全体で見られる仕組みを要

望するコエもあるが、患者の個人情報保護に対

する反応もあり、現段階では困難だという。 
また、費用負担についても今後の課題となり

得る。導入時の費用は国の補助によっているが、

来たるべきシステム切替(更新)にかかる費用

は、原則として津梁ネットに加入する医療機関

等が負担する可能性がある。また、津梁ネット

と各医療機関の病院情報システムとを連携さ

せるためには、システムベンダによる作業と費

用が発生するため、拡張データの開示・共有を

進める上では、このような費用を各医療機関が

負担してもなお、何らかのメリットを感じるこ

とがなければ、利活用は進まないのではないか。 
 
Ｄ．考察 

本研究では、地域医療情報連携ネットワーク

利活用の実態把握や、利活用の課題を検証する

ことを目的として、沖縄県の地域医療情報連携

ネットワーク「地域連携おきなわ津梁ネットワ

ーク」に参加する A 病院に対してインタビュ

ー調査を実施した。インタビューの結果から、

ネットワーク利活用の実態と併せていくつか

の課題が明らかになった。 
 
1．ネットワーク構築における課題 
 地域医療情報連携ネットワークの定義自体

が、診療上必要な医療情報を電子的に共有・閲

覧できることを可能とする仕組みであるが、医

療機関間での共有以前に、個々の医療機関にお

いて、電子化が進展していないことは、一つの

課題である。A 病院では電子カルテの他 PACS
などの導入も進んでいるが、全国の病院全体で、

電子カルテの導入率は依然 40％を切っている

(一般社団法人保健医療福祉情報システム工業

会，2018)。レセプトの電子化はほぼ 100％を

達成しているものの、レセプトデータに退院サ

マリや検査結果、医用画像情報は含まれていな

い。A 病院も指摘するとおり、電子化された情

報と紙等で作成されるアナログ情報とが共存

した場合、システムの業務フローが著しく煩雑

になってしまう。従って、地域医療情報連携ネ

ットワークの効果的な活用を推進するために

は、各医療機関の病院情報システム導入を促進

することが不可欠である。 
 電子カルテなどの病院情報システムは、セキ

ュリティの観点から、一般的に各医療機関内に

閉ざされたネットワークを構築して運用され

ている。このような病院情報システムと地域医

療情報連携ネットワークとを連動させるため

には、医療情報システムの安全管理に関するガ

イドラインに準拠し、セキュリティを担保した

ネットワークを構築する必要があるが、そのよ

うなネットワークを構築するための技術的・費

用的課題も存在する。 
 
2．ネットワーク加入者に関する課題 
 地域医療ネットワークを最大限活用するた

めには、住民と医療機関等とが悉皆的にネット

ワークに登録・加入されていることが重要であ

る。しかし、医療機関での患者に対する登録勧

奨には限界があることから、患者以外も含めた

住民全体に対して、ネットワークに関する啓発

を行うことが求められる。そのためにも、ネッ

トワークを運用する事業者(津梁ネットの場合
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は県医師会)と都道府県などの自治体が密に協

力していくことが望ましい。 
 
3．診療報酬算定における課題 
 ネットワークの持続的な利活用には、ネット

ワークが持つ情報の品質と価値を向上するこ

とも重要だが、ネットワークの構築と運用・維

持に多額の費用がかかることから、経済的なメ

リット・インセンティブも不可欠である。しか

し本研究班がNDBを用いて検証を行ったとお

り、「検査・画像情報提供加算」及び「電子的

診療情報評価料」の算定件数は限定的である。

今回のインタビュー調査に拠れば、それぞれの

診療報酬算定に必要な要件を満たすことが、現

在の地域医療情報連携ネットワークの仕様や

業務フロー上困難であることが示唆された。ネ

ットワークの持続的・積極的な利活用を推進す

る上で、算定要件の明確化や緩和、及び保険点

数の見直しなど、インセンティブの設計を見直

すことが必要である。加えて、ネットワーク運

用による受益者を鑑みた際に、システムの更新

費用などを誰が負担するべきか、という点は改

めて検討する必要があるのではないか。 
 
4．研究の限界 

全国で運用されている地域医療情報連携ネ

ットワークには様々な形態があり、運用経緯や

地域の医療ニーズも異なる。また、本調査は限

られた対象に実施するインデプスインタビュ

ー調査であり、このような研究の特性上、得ら

れた知見の一般化可能性は限定的である。一方

で、定量的研究で得られた結果を解釈・検証す

るために本調査は不可欠であったと考えられ

る。 
 
Ｅ．結論 
 地域医療情報連携ネットワーク利活用の実

態把握や、利活用の課題を検証することを目的

として、沖縄県の地域医療情報連携ネットワー

ク「おきなわ津梁ネットワーク」に参加する中

核病院に対してインタビュー調査を実施した。

その結果、地域医療情報連携ネットワークに参

加する医療機関及び患者数は増加しているも

のの、実診療における利活用や、ネットワーク

を活用することによる診療報酬の算定件数は

極めて限られていることがわかった。利活用を

推進する上で、情報システム導入医療機関数の

増加、参加医療機関・登録患者の悉皆性向上、

診療報酬の算定要件の緩和などによるインセ

ンティブの再構築の必要性が示された。地域医

療情報連携ネットワーク導入により期待され

る医療の質向上や地域医療資源効率化を実現

するためには、ネットワークの利用率向上に向

けたさらなる取り組みの重要性が示唆された。 
 
【参考文献】 

1) 厚生労働省 (n.d.) 「地域包括ケアシ

ステムの実現へ向けて」『地域包括ケア

システム』. 

(https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunit

suite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koure

isha/chiiki-houkatsu/, 2019年 3月 21日

参照). 
2) 厚生労働省(2016)「安心で質の高い医療

提供体制の構築」『平成 28 年版 厚生

労働白書』p.174 
(https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/
kousei/16/dl/2-09.pdf, 2019 年 3 月 22
日参照). 

3) 一般社団法人保健医療福祉情報システ

ム工業会(2018)「導入調査結果（導入数

推移、導入率推移、伸張率推移）」『医療

情報システム（オーダエントリ・電子カ

ルテシステム）導入調査』

25



https://www.jahis.jp/action/id=57?cont
ents_type=23, 2019 年 3 月 29 日参照). 

4) 厚生労働省 (n.d.) 「医療情報連携ネ

ットワークとは？」『医療情報連携ネッ

トワーク支援 Navi』. 

(http://renkei-support.mhlw.go.jp/pc-ab

out/, 2019 年 3 月 21 日参照). 
5)  厚生労働省 (n.d.) 「全県単位の医療

情報連携ネットワーク」『医療情報連携

ネットワーク支援 Navi』. 

(http://renkei-support.mhlw.go.jp/statis

tics/, 2019 年 3 月 21 日参照). 
 
Ｆ．研究発表 
1．論文発表 
 該当無し 
 

2．学会発表 
 該当無し 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
1．特許取得 
 該当無し 
 

2．実用新案登録 
 該当無し 
 

3．その他 
 該当無し 

26




